
１．継続事業の前提に関する注記

該当する事項はない。

２．重要な会計方針

（１）公益法人会計基準の適用

　　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 改正平成21年10月16日内閣府公益認定等委員会）を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　・・・　最終仕入原価法による原価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却方法

　　有形固定資産　・・・　定率法を採用している。

　　ソフトウェア　　　・・・　定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準

　　退職給付引当金

　　　職員に対する退職金の支給に備えるため、職員退職金支給規定に基づく期末要支給額に相当する金額を

　　　計上している。

（５）リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

　　に係る方法に準じた会計処理によっている。

（６）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理については、税込方式によっている。

３．特定資産の増減額及びその残高 （単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　消費生活関連事業基金

　（うちNACS基金）

合　　　計

４．特定資産の財源等の内訳 （単位：円）

科　　　目

特定資産

　消費生活関連事業基金

合　　　計 0

0

11,212,305

74,196,308

74,196,308 74,196,308

74,196,308

0

0

(うち負債に
対応する額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち指定正味財産
からの充当額)

当期末残高

財務諸表に対する注記

74,196,308

(54) 0 (5,459,264)

54 11,212,305 74,196,30885,408,559

(5,459,210)

85,408,559 54



５．担保に供している資産

該当する事項はない。

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 （単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

７．保証債務等の偶発債務

該当する事項はない。

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 （単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

情報教育ﾘﾃﾗｼｰ グーグル合同会社

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ助成金 －

自動車ﾘｻｲｸﾙ (公社)自動車ﾘｻｲｸﾙ

　高度化助成金 高度化事業団 －

草の根ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ (一財)草の根ｻｲﾊﾞｰｾ

　事業助成金 ｷｭﾘﾃｨ運動全国連絡会 －

宝くじ助成金 (一財)宝くじ協会 －

公益事業振興補助金 (公財)ＪＫＡ －

合　　　計

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　　　　容 金　　額

経常収益への振替額

　目的達成による指定解除額

合　　　　　計

１０．関連当事者との取引

該当する事項はない。

１１．重要な後発事業

該当する事項はない。

　商標権

合　　　計

　建物附属設備

　什器備品

科　　　目

　ソフトウェア

7,505,501

7,505,501

7,505,501

228,000

0

0 3,020,112

2,729,962

10,248,973

3,020,112

2,729,962

254,549

17,754,474

26,549

0

0

0

0

4,472,350 7,262,761 02,790,411

貸借対照表上
の記載区分

3,108,3772,412,8895,521,266

265,060 26,506238,554

891,756

4,487,090 0 4,487,090 0

3,765,110

599,340 549,089

454,897 436,859

50,251

2,594,7611,170,349


